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ツトワーク居住における「中間拠点」の役割

貞均（鳴門教育大）

〔(社) 日本 家 政学 会

目的　 現代家族の分散居住現象は、新たな居住システムへの指向を意味する。即ち、実態は益々、

離れて暮らす家族が複数の住宅をネット ワークとして間連させて、住要求を全体として実現する

というシステムを問題とせざるをえない状況となる。今までの調査で、ネットワーク居住の地域

性が明らかにされ、特に、高齢・過疎化問題を抱えた地域における空間的・距離的制約が、分散

家族間の関係の再構築に大きく影響する実態を明らかにしている。今回はネットワーク居住の一

拠点としての「中間拠点」に着目し、地域での現状と家族や地域の再編成に果す役割を探る。

方法　今までの調査（宮城県北４市町村調査：平成６年11 月～平成 ７年２月　、地方都市調査：

平成９年１月～５月、四国地方調査：平成10 年10 月～12 月）の結果から、それぞれ「中間拠点」

のデータを用いて、利用度、利用場所など、その存在と役割を考察した。

結果　 「中間拠点」とは、互いに自立し離れて住みながら、両方から移動が便利な地域で利用で

きる「第３の空間」を指す。全体的にデータ数は少ないが、主に利用されている空間は「ホテル・

飲食店等」の施設が多く、次が親族の住宅であった。セカンドハウスなどは少なく、公共施設の

整備と共に地域的サポートが要望されている。農山村地域における「中間拠点」は都市部での「多

住戸利用による生活の多拠点化」より、「生活機能の補完」という機能を持つ。その空間は土地

への定着性が強い「動かない」住宅に対して、利用感覚をもつネットワーク居住上の「可変空間」

であり「軽い空間」である。「中間域」、「広域」といった分散距離の特性を持つ場合、特に、高

齢世帯の孤立や消滅を防ぎ、地域での定住を支えるなど、家族関係の再編成に果す「中間拠点」

の役割が確認された。生活が全般的に広域化している中、都市部と農山村部をつなぐ中間地域と

しての地方中小都市に新たな住宅や地域施設など「中間拠点」の整備は重要な課題と考えられる。
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高齢者住宅需要の増大と高齢者住宅タイプの多様化

西島芳子（高知大）

目的　2000 年からの介護保険の導入に伴って、住宅分野においても高齢者住宅需要に

関する問題が緊急課題として浮かび上がっている。
本研究では高齢者住宅需要の高まりに対応して財政力が弱く、高齢者比率の高い過疎自

治体においてどのような高齢者住宅をどのくらい建設する必要があるかを検討することを
目的としている。

方法　 ①典型的な高齢・過疎県である高知県の高齢者住宅需要を行政資料から把握す

る。②高知県池川町および北川村における新しい型の高齢者住宅（シルバーハウス）の実
態調査を行い、今後の高齢者住宅の課題を探る。調査は自治体への聞き取り調査、入居者

への観察・聞き取り調査および参考資料として地域住民へのアンケートを実施した。調査
年月は1998 年11 月。

結果　①高知県では介護保険導入に伴い、現在特別養護老人ホームや老人保健施設など

の入所者の内、約14  % が保険施行後、退所を余儀なくされることが県調査で明らかにな
っている。②したがってこれら退去者（「自立」、「要支援」）のための高齢者住宅需要が

生じている。③過疎市町村を多く含む高知県下の各自治体ではシルバーハウジングやケア

ハウスの増設に加えて、各市町村単独の各種低所得者向け高齢者住宅の供給が必要となっ
ている。④例えば福祉施設に隣接し、地域の福祉サービスと連携したシルバーハウスや居

住者同士のコミュニケーションや相互協力を前提としたサービスハウスなど新たなタイプ
の高齢者住宅を供給する必要がある。
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